
JECK2010年度下半期活動ニュース
第8回「JECK創立記念シンポジウム」開催

今年1月 29日、JICA横浜国際センターに於いて第8回「JECK創立記念シンポジウム」
が開催されました。多くの方 が々参加し活発な意見交換も行われました。

「新鋼 ICAと援助動向」
…講師:米林徳人(JICA横浜。市民参加協課)

「草の根事業の持続性に関する考察」
…講師田中秀幸 (」ECK会員)

「今後の(日本のアフリカでの国際協力)についての提案」
…講師:石井信行(JECK会員)

終了後は同場所で「新年会」を兼ねた「親睦会」も行われ横浜国大の山崎教授を始め、同国大の大学院生や県の海外技術研修員な
ど若い人 も々多く参加され一段と盛り上がりを見せました。

」ICA横浜の出前授業

JICA横浜の出前授業の一環として1月 31日菊池正夫氏が川崎市立城郷中学校2年生240人に「平和について考える」のテーマ
で授業を行った。当時中学2～ 3年生だった菊池氏の戦争体験として、東北本線の列車の中で6機編隊の米軍艦載機P51の機
銃掃射を受けた話、一晩で10万人の民間人が殺された3月 10日の東京大空襲の夜に、東京・世田谷の自宅で焼夷弾攻撃と戦っ
た思い出などを話して、再び戦争を起こしてはいけない、日頃から異文化理解を深め、国家間の争いは決して武力で解決しようとしてはいけないことを説きました。

フェルナンド・ディアスさんの推薦と支援

県の海外技術研修員としてエクァドルのF・ディアスさんを推薦、9月から今年3月中旬まで、横浜
国大環境情報研究院の藤江研究室で「上下水道処理技術研修を中心に環境汚染対策」に  |
ついて基礎技術研修を行い、更にJECK会員が企
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ビタワ村、ミルクフィッシュ取り揚げ式       :
2010年 12月 21日と22日の2日間、第1回フィジーミリレクフィッシュの取り揚げ式が行われました。ビタ
ワ村の野外集会場での取り揚げ式には、第一次産業大臣、佐 木々JICAフィジー事務所所長、
西部地区の大首長、近隣村の代表、水産局その他の政府関係者、村の長老、青年達が集ま
り、セブセブの儀式 (沢山飲むとLow状態になる植物の根を水で溶いたものを酌み交わす…こ
れ無くしてはフィジーでは何事も始まらない)のあと養殖地に移動、沢山の村人が加わり楽しい
会となりました。

東日本大地震

3月 11日午後2時46分、東日本一帯に我 の々いまだ経験したことの無い大地震がおきました。この影響は永く歴史にも残ることで
しようが、このときの我が同胞の誠実な態度や隣人との対応、沈着さ、連帯感のあつさなどが多くの外国人に感銘を与えたことが
評判になっています。
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つてやつと鮒
。こそ日本人の叡智を発揮してお互いに協力し助け合い連帯の

絆を強く持ちたいと願っています。
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3月 11日に発生した東日本大震災で被災された皆様に、心よりお見舞い申し上げます。東日本大震災を受け、計100
以上の国々から被災地へのお見舞いメッセージが」ICAの在外事務所や国内拠点に寄せられています。これらの温かい

励ましの声は、J!CAホームページでもご紹介しております。

国際協力機構 横浜国際センター
市民参カロ協力課 課長 米林 徳人新生JICAについて

この10年の間、」ICAは大きな変化を遂げた。2003年には

独立行政法人化、2008にはJBIC(海外経済協力業務)との

統合である。また、緒方理事長のリーダーシップのもと、援助方

針についても大きな方向転換が行われた。

これらの変化、改革は、これまでの援助から得た教訓や、め

まく
｀
るしく変化する世界情勢に対応し、さらなる成果を確保す

るために必要なものであつたが、一方で、行政刷新会議にお

けるJICAへの指摘やODA予算の削減など、」ICAへの逆風

も吹いている。

大きな環境変化に対して、JICAが具体的にどのように対応

してきたのか、援助方針や組織改編、アプローチの観点から

述べたい。

1.JICAの援助方針について :

現在、"Inclus市e and Dynarnic Development(全 ての人々

が恩恵を受ける、ダイナミックな開発)"を組織のビジヨンとして、

4つの使命を掲げている。

1)グローバル化に伴う課題への対応

2)公正な成長と貧困削減

3)ガバナンスの改善

4)人間の安全保障の実現

また、これらの使命を実現するため、4つの戦略を掲げている。

1)包括的な支援

2)連続的な支援

3)開発パートナーシツプの推進

4)研究機能と対外発信の強化

2。組織改編と新規アプローチについて :

これらの目標を達成するため、」ICAでは実施体制も含め様々

な改革が行われた。

1)開発課題への対応として、スキーム体制から課題別体制

過去、」ICAは主にスキーム別の組織構成となっており、技術

協力担当部署、開発調査担当部署、無償資金協力担当部

署といった体制であつた。被援助国の課題に対して包括的

対応をすべく、主要な援助分野別の体制へと組織改編を

行った。現在、インフラ担当の経済基盤開発部、教育、保健医

療担当の人間開発部、環境、水資源担当の地球環境部、農

業担当の農村開発部、産業、ガバナンス担当の産業開発
・公

共政策部がある。これら「課題部」では、技協、開調の実施、

及び無償、有償の調査を包括的に実施している。

2)国別援助方針。戦略性を強化するため、地域部体制整備
・

機能強化へ。

「地域部」と呼ばれる地域別の部署の機能、体制を強化し、

被援助国に対する戦略性を高めている。援助規模が大きな

地域に対しては、担当地域を細分化した体制を構築してい

る。

3)迅速かつ包括的支援のため、協力準備調査制度を導入。

これまで、スキーム別に実施していた調査を一括で実施する

ことが可能となり、被援助国の開発課題に対して、より適切な

援助計画の策定、アプローチが可能となった。また、必要に応

じて被援助国からの要請がなくとも調査が可能になったため、

調査から支援実施までの期間が短縮された。

4)開発パートナーシツプ、民間連携の推進強化へ。

今や民間による投資がODA支援額を上回り、NPO等が途上

国支援の重要なアクターになっている状況から、国内連携を

強化すべく草の根技術協力事業の制度変更 (拡大 )、大学

連携、民間連携を推進している。また、国民の理解を得るた

め、広報、発信力にも力を入れている。

5)新たなニーズヘの対応へ。

日々 変化する状況や新たなニーズに呼応すべく、環境
。気候

変動対策、平和構築
。復興支援に力を入れている。TICAD

提唱国としてアフリカ支援の拡大、新規スキーム(コミュ
ニテイ

開発支援無償、BOP調査など)の導入があげられる。特に平

和構築・復興支援においては、アフガニスタンや東チモ
ール、

フイリピン・ミンダナオ島への支援だけでなく、ここ数年でアフリ

カの紛争国でも事務所を開設するなど、地域的な拡大もして

いる。さらには、成果追求のため、現場主義と在外事務所体

制強化、支援の「選択と集中」をスローガンとしている。

3。JICA事業の理解拡大ヘ

先般の仕分けによる指摘や国民の声をJICAは真摯に受け

止め、今後、改善すべき̀点は多 あ々るが、国内
センターに配属

されている立場からは、今後のセンターの役割がさらに重要に

なつてくるものと考える。当然のことではあるが、JICAが行う事

業に対する国民の理解が不可欠であるからだ。ここ、横浜セ

ンターでは、JECK、シニアボランテイア経験を活かす会、青年

海外協力隊神奈川県OB会の活動が活発であり、大きく貢献

ぃただいている。

最後に、東日本大震災では、上述のとおりODA対象国から被

災地へ多くの励ましの声、義援金が寄せられた。これは、開発

途上国の現場で活躍した専門家、ボランテイアの皆さんによる

技術協力としての成果はもちろんのこと、日本人としての人的

交流という観点からも、果たした役割は大きいと思う。


